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はじめに 

航空機産業は、社会・経済の発展を支える重要な分野の一つです。 

航空機の安全性と信頼性を確保するためには、高度な技術力と厳格な品質管理が求めら

れます。特に航空機部品の製造現場では、熟練技能者の育成と継承が課題となっており、

高齢化が進む一方で、若手人材の確保が難しく、技術を次世代へ継承する仕組みが不可欠

です。航空機産業は、極めて高い品質基準と安全管理体制のもとで成り立っており、こう

した環境に適応するためには、現場で培われた技能を体系的に整理し、計画的な人材育成

を進めることが求められます。 

さらに、 航空需要の変動や原材料価格の高騰といった課題があり、持続的な成長には人

材育成が欠かせません。加えて、少子高齢化や労働力人口の減少が進む中、各企業は熟練

技能の継承と新たな技術への対応の両立が求められています。このような環境の中で、職

業能力の向上を図り、業界の競争力を維持するための取り組みが必要です。 

こうした状況を踏まえ、技能継承や人材育成を支援する枠組みとして、職業能力の体系

を整備しました。 

本体系は、企業の人材育成に活用されることを目的とし、職業能力の分類・整理を明確

にすることで、適切な能力評価と段階的な育成を可能にしています。また、JIS Q 9100（航

空宇宙産業向け品質マネジメントシステム）との整合性を確保し、企業が実務で活用しや

すいよう整理されています。 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構では、平成11年度から産業団体や企業と

連携し、各分野の「職業能力の体系」の整備を進めてきました。基盤整備センター開発部

高度訓練開発室は、政府関係機関移転基本方針（平成28年３月22日 まち・ひと・しごと創

生本部決定）に基づき、平成30年４月１日に鳥取県に移転し、「自動車」「医療機器」

「航空機」の成長分野の「職業能力の体系」を整備しています。本体系もその一環として

整備しています。 

本調査研究を進めるにあたり、ご協力いただいた鳥取県、一般社団法人 日本航空宇宙工

業会をはじめとする関係各位に、深く感謝申し上げます。 

2025年３月 職業能力開発総合大学校 

基盤整備センター 

所 長 高井 宏幸 
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